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業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容の概要 

 

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社の業務ならびに当社及び子会社から成る企業集団の業務の

適正を確保するための体制を整備いたしております。 

 

（１）取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

   ① 取締役の職務執行に係る牽制機能として法定の社外監査役の他、複数の社外取締役を設置している。 

   ② コンプライアンス規程に基づき、コンプライアンス委員会を中心としてコンプライアンス体制の推進を図っている。 

   ③ 財務内部統制委員会を設置し、会計基準その他関連法令を遵守し、財務報告の適正性を確保するための体制を整備してい

る。 

   ④ コンプライアンス委員会事務局による研修等を実施することにより、リーガロイヤルホテルズ コンプライアンス行動規

範の遵守を徹底させ、コンプライアンス意識の向上を図っている。 

   ⑤ 反社会的勢力に対しては、毅然として対応し一切関係を持たない旨をリーガロイヤルホテルズ コンプライアンス行動規

範に定め、総務部を中心として、外部専門機関との連携など反社会的勢力排除のための体制を整備している。 

   ⑥ 内部監査規程に基づき、業務執行部門から独立した監査部による内部監査を実施し、不正の発見・防止に努めている。 

   ⑦ 総務部コンプライアンス室及び社外の弁護士を内部通報制度の窓口として設置し、内部通報規程に基づき運用している。 

   ⑧ 取締役・使用人の職務の執行にあたり、顧問契約を締結した弁護士、税理士等から必要に応じ適宜、指導・助言を受けて

いる。 

 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

    ① 文書管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、保存する。取締役及び監査役は

本規程により、必要に応じこれらの文書等を閲覧できるものとする。 

    ② 個人情報をはじめとする機密情報の不正使用及び漏洩の防止を徹底すべく、情報管理規程に基づき、システム面を中心と

して効果的な情報セキュリティ施策を推進している。 

 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① リスク管理を体系的に規定するリスク管理規程に基づき、リスク管理委員会がリスク管理の統括部署として体制の整備・

運用を行っている。 

② 危機対応規程に基づき、総務部を中心として、リスクが顕在化したときの報告方法、対策本部の設置手順、役割などの対

応方法を予め定め、経営危機に対し迅速に対処することにより損失を最小限に止める体制を整備している。 

 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    ① 取締役会において各取締役の担当業務を定め、業務分掌規程、職務権限規程等で定められた業務分掌・職務権限に基づき

職務を執行している。 

    ② 執行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能の分離を行い、職務執行の効率化を図っている。 

   ③ 代表取締役会長、代表取締役社長及び副社長執行役員以下の執行役員を構成員とする経営会議を原則として週１回開催し、

取締役会ならびに代表取締役会長、代表取締役社長の迅速かつ的確な意思決定に資する体制を構築している。 

 

（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

   ① 当社が定めるグループホテル・グループ会社管理規程及び当社と子会社との間で締結される経営指導契約に基づき、当社
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所管部署が子会社の業務を管理し、一定の重要事項については当社の承認を求め、または報告することを義務付けている。 

    ② 当社は、当社及び当社子会社の取締役が出席する当社グループ全体の会議を定期的に開催し、方針の徹底や意思の疎通を

図っている。 

   ③ 当社は、コンプライアンス委員会によるコンプライアンス体制の推進を子会社においても協働して実施している。 

   ④ 子会社において株主の共同の利益と実質的に相反するおそれのある当社との取引・施策の実施については子会社の取締役

会の決議事項とし、その公正性の担保のため、子会社の取締役会には独立した社外取締役を設置している。 

    ※（間接保有を含めた）全額出資子会社は除く。 

   ⑤ 当社総務部コンプライアンス室への内部通報については、内部通報規程に基づき子会社も対象として実施している。 

   ⑥ 当社監査部は内部監査規程に基づく内部監査を、子会社においても実施している。 

   ⑦ 当社は、当社グループ全体のリスク管理を体系的に規定するリスク管理規程に基づき、リスク管理委員会がグループ全体

のリスクを統括的・網羅的に管理している。 

     ⑧ 当社は、職務権限規程及びグループホテル・グループ会社管理規程に基づいて、子会社の取締役等の職務の執行が効率的

に行われる体制を構築している。 

 

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制、ならびにその使用人の取

締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

    当面、監査役の職務を補助すべき専属の使用人は置かない。 但し、監査部の従業員は、監査役からの要請があった場合、

監査役の職務を補助するものとし、監査役の指揮命令に従わなければならない。なお、当該従業員は、監査役を補助する職務

に関して取締役及び上司の指揮命令を受けない。また、当該従業員の人事異動にあたっては、事前に監査役と協議するものと

する。 

 

（７）当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

   下記の事項の報告体制を整備している。 

   ① 経営会議の結果の報告 

   ② 当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実の報告 

   ③ 法令及び定款に違反する行為の報告 

   ④ 内部監査の結果の報告 

   ⑤ 内部通報の状況の報告 

   ⑥ その他監査役が職務上報告を必要と認めた事項 

 

（８）監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制 

    当社は、監査役に報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うこ

とを禁止する。 

 

（９）監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項 

    当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第 388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、

担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除

き、速やかに当該費用または債務を処理する。 

 

（１０）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
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①  代表取締役社長は、定期的に監査役会及び監査役との打合会を開き、意見交換を行っている。 

②  監査役は、経営会議へ出席している。 

③  監査役は、子会社監査役との定期的な意見交換を実施している。 

④  監査役は、会計監査人から定期的に監査に関する報告を受けるとともに、情報交換を行っている。 
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業務の適正を確保するための体制の運用状況 

 

  当社は、当社の業務ならびに当社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、そ

の運用状況の概要は以下のとおりであります。 

 

 （１）コンプライアンス体制 

    コンプライアンス委員会を 2 回開催し、コンプライアンス体制の整備状況を報告・確認しました。整備の一環として、新

たにカスタマーハラスメント対応方針を制定し、カスタマーハラスメントに関する各種研修を実施しました。また、全役職

員を対象にコンプライアンス通信を毎月発信した他、コンプライアンス行動規範の周知徹底を目的とした研修、労務管理研

修、各階層別の研修、及び情報セキュリティ研修等を実施しました。内部通報制度については、総務部コンプライアンス室

及び社外弁護士の窓口を設置し、内部通報規程に基づき運用しています。加えて、監査部は、監査計画に基づき、グループ

全体の内部監査を実施しました。 

 

（２）取締役の職務執行 

   代表取締役社長及び全ての執行役員を構成員とする経営会議を原則毎週開催、取締役会を 10 回開催しました。これらの

議事録等、取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき適切に保存及び管理を行いました。 

 

（３）リスク管理体制 

   当社のリスク管理に関する基本的事項を定め、事業を取り巻く様々なリスクに対して的確な管理を可能とすることを目的

としてリスク管理規程を制定しており、同規程に基づき当事業年度のリスク評価を実施するとともに、リスク管理委員会を

2 回開催し、リスク管理体制の運用状況を報告・確認しました。また、リスク管理体制の運用の一環として、リスク管理委

員会事務局が中心となり、役職員からのリスクの拾い上げを実施し、それらの対策に取り組みました。加えて、部門を横断

したメンバーにより構成されたリスク対策プロジェクトチームが毎月会議を開催し、全社一体的に対策が必要なリスクの解

決を推進しました。 

 

（４）グループ管理体制 

   グループホテル・グループ会社管理規程に基づき、当社は、同規程に定められた事項、その他重要・異例な事項について、

グループ会社に対し当社の承認を求めまたは報告することを義務付けております。グループ会社の運営管理のため、定期的

に当社グループ全体の会議を開催しました。 

   また、異例事態については、当社が中心となってグループホテル全体で共有することにより、管理体制を強化しておりま

す。 

 

（５）監査役の職務執行 

監査役は、定期的に（当事業年度は 11回）監査役会を開催し、社外監査役と情報交換を行うことにより監査体制

を強化しております。監査役は、監査役会において定めた監査方針・監査計画に基づき、監査部と連携して当社及

びグループ会社の監査を行っております。監査のための情報を適切に入手するため、取締役会、経営会議、及び各

委員会等の重要な会議に出席しました。また、監査の実効性の向上を図るため、代表取締役社長その他の役員、使

用人等と意見交換を行い、事業の報告を受けるとともに、監査部、会計監査人から監査結果の報告を受けました。 
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連結株主資本等変動計算書 

（自 2025年 4月 1日 至 2026年 3月 31日） 

                                                 （単位：百万円） 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金  利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高          100     10,342 11,097 △62 21,477 

当期変動額      

剰余金の配当       － － △144       － △144 

親会社株主に帰属する当期純

利益 
       － － 1,169          － 1,169 

連結子会社の自己株式取得に

よる持分の増減 
     －  1,330 － － 1,330 

自己株式の取得       －    － － △0 △0 

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）  
      － －           －          － － 

当期変動額合計          － 1,330 1,024 △0 2,355 

当期末残高 100 11,673 12,121 △62 23,832 

 

                                                              （単位：百万円） 

 その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
 

その他有価証券 

評価差額金 

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益 

累計額合計 

当期首残高  －47          △4            2          △2 1,560 23,035  

当期変動額      

剰余金の配当 －            －            －        － △144 

親会社株主に帰属する当期純

利益 
 －          －           － － 1,169 

連結子会社の自己株式取得に

よる持分の増減 
－            －       － － 1,330 

自己株式の取得  －          －           － － △0 

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額）  
45        △23          21 △1,560 △1,539 

当期変動額合計 45        △23         21 △1,560 815 

当期末残高 40         △21          18 － 23,851  

百万円未満は切り捨てて表示しております。 
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連結注記表 

 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の数及び連結子会社の名称 

連結子会社の数       ７社 

連結子会社の名称 

㈱リーガロイヤルホテル東京、㈱リーガロイヤルホテル広島、㈱リーガロイヤルホテル小倉、㈱東京ロイヤルホテ

ル、 ㈱リーガプレイス肥後橋、ロイヤルホスピタリティサービス㈱、㈱芝パークホテル 

② 非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

該当事項はありません。 

なお、㈱パークフレンチは 2025年 10月 6日付で清算結了したため、非連結子会社の範囲から除外しております。 

      

（２）持分法の適用に関する事項 

  ① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数ならびにこれらのうち主要な会社等の名称 

     該当事項はありません。   

② 持分法を適用していない非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

なお、㈱パークフレンチは 2025年 10月 6日付で清算結了したため、持分法を適用していない非連結子会社から除外し

ております。 

      

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

 

２．会計方針に関する事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券  

    その他有価証券   

      市場価格のない株式等以外のもの   時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

          市場価格のない株式等            移動平均法による原価法を採用しております。 

                       なお、匿名組合出資金については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入            

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方式によって

おります。 

② 原材料及び貯蔵品        主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用して

おります。 
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（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）     

                   定額法を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く）  

                             定額法を採用しております。 

                  なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

③ リース資産                所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                          リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

                    

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、翌連結会計年度支給見込額のうち、当連結会計年度の計算期間に対応する金額を計上し

ております。 

③ 役員賞与引当金 

当連結会計年度の連結経常利益の目標値に対する達成度合い等に応じて算出された金額を計上しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

    役員の将来における退職慰労金の支払に備えるため、要支給見込額を計上しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通 

常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 客室、宴会及び食堂部門 

主に宿泊、宴会、食堂及びこれらに附帯するサービスを顧客に提供しており、顧客にサービスを提供した時点で履行義務 

が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。なお、委託食堂収入等の代理人取引に該当するものは、当該

取引にかかる手数料相当部分を収益として認識しております。 

② ホテル製品等の販売 

ホテル製品等の販売を行っており、顧客に製品等を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を 

認識しております。なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第 98 項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時か

ら当該製品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

③ テナント賃貸事業 

ホテル内の施設等の賃貸を行っており、賃貸借期間に対応する賃借料を収益として認識しております。 

 



8 

 

    ④ 運営受託収入 

運営受託契約に基づき、ホテル運営を受託しております。当該サービスにおいては、顧客である企業に対し、運営業務等 

の役務の提供を行うことで履行義務が充足されるものと判断しております。そのため、当該の役務提供を完了したことをも

って収益を認識しております。 

 

（５）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

1. 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。 

2. 数理計算上の差異の費用処理の方法 

     数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(７年)による定額法により発生時の

翌連結会計年度から費用処理しております。 

3. 一部の連結子会社については、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計上しております。 

② グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 

 

（６）連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 

  ① 会計方針の変更 

該当事項はありません。 

  ② 表示方法の変更 

該当事項はありません。 

   ③ 会計上の見積りの変更 

該当事項はありません。 

 

 

３．収益認識に関する注記 

（１）収益の分解 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。 

                           (単位：百万円) 

 売上高 

客 室 13,156 

宴 会 5,534 

食 堂 4,010 

その他 6,247 

顧客との契約から生じる収益 28,949 

その他の収益 323 
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外部顧客への売上高 29,273 

（注）「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく不動産賃貸収入等であります。 

 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

  「２．会計方針に関する事項」の「（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

（３）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度（期首） 

（2025年4月1日時点） 

当連結会計年度（期末） 

（2026年3月31日） 

顧客との契約から生じた債権 2,608 2,848 

契約負債 740 652 

契約負債は、主に宿泊、宴会、食堂及びこれらに附帯するサービスの提供に対する顧客からの前受金に関係するもので

す。 

当連結会計年度において認識された収益のうち、期首時点で契約負債に含まれていた金額に重要なものはありません。 

また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額に重要

な金額はありません。 

 

（４）残存履行義務に配分した取引価格 

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が 1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行 

義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要 

な金額はありません。 

 

 

４．会計上の見積りに関する注記 

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

繰延税金資産 

       繰延税金資産（評価性引当額控除前）   ９，０８０百万円 

      評価性引当額             △８，０９２百万円 

      繰延税金資産（評価性引当額控除後）     ９８７百万円 

      繰延税金負債との相殺           △８１６百万円 

      繰延税金資産合計              １７０百万円 

 

     繰延税金負債               １，４３４百万円 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法 



10 

 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第26号）に従い、将来の

課税所得等に基づき、繰延税金資産を計上しております。 

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課税所得等の見積りについては、過去の実績や事業計画の売上 

見込み等を総合的に判断して行っております。 

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響 

将来の課税所得の発生時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に発

生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額

に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

５．企業結合に関する注記 

（株式会社芝パークホテルの完全子会社化） 

当社の連結子会社である株式会社芝パークホテルは、2025年８月４日開催の株主総会におきまして、同社の役員持株会及び従

業員持株会が保有する同社株式の全て（20.9％）を自己株式として取得することを決議いたしました。同社は2025年10月１日に

当該株式取得を完了し当社の完全子会社となりました。 

 

（１）連結子会社の自己株式取得の理由 

株式会社芝パークホテルは従来、資本政策及び従業員の福利厚生を目的として持株会制度を運営しておりました。しかしな

がら、2024年11月29日に当社連結子会社となったことでその必要性が薄れたことから、制度意義の再検討を行ってまいりまし

た。今般、当社グループ持株会制度への統一という発展的解散につき持株会会員の賛同が得られた為、取得を決定したもので

あります。また、当社としても、完全子会社となることにより、グループ一体経営をより一層推進し、これまで以上の相乗効

果を発揮することに注力してまいります。 

 

（２）実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取

引として処理しております。 

 

（３）連結子会社による自己株式取得に関する事項 

自己株式の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金及び預金   243百万円 

取得原価           243百万円 

 

（４）非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項 

①資本剰余金の主な変動要因 

連結子会社による自己株式取得 

②非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額 

1,330百万円 
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６．連結貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産    

      建物及び構築物                                  ９２９  百万円   

      土地                           ５，７６９  百万円 

         計                        ６，６９８ 百万円 

  ② 担保に係る債務 

      短 期 借 入 金                              ５９ 百万円  

       長 期 借 入 金                                            ８７  百万円 

         計                          １４６ 百万円 

③ その他 

      現金及び預金のうち２２３百万円は商品券発行に係る供託金であり、対応する債務は契約負債２４６百万円であります。   

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額                      １２，８３６  百万円 

 

 

７．連結損益計算書に関する注記 

（１）顧客との契約から生じる収益 

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。 

顧客との契約から生じる収益の金額は、連結計算書類「注記事項 3.収益認識に関する注記（1）収益の分解」に記載し

ております。 

 

（２）減損損失 

    リーガロイヤルホテル東京の資産グループについては、将来キャッシュ・フローによって当資産グループの帳簿価額を全 

額回収できる可能性が低いと判断し、当資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失として 

計上しております。 

 

 

８．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式の総数に関する事項 

     当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数    普 通 株 式   １５，３０３千株 

                                   Ａ種優先株式        １２５千株 

 

 （２）配当に関する事項 

①配当金支払額 

決議年月日 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2025年 6月 24

日定時株主  

総会 

普通株式 利益剰余金 76 5.00 2025年 3月 31日 2025年 6月 25日 

A 種優先株式 利益剰余金 68 546.50 2025年 3月 31日 2025年 6月 25日 
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議年月日 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2026年 6月 25

日定時株主 

総会（予定） 

普通株式 利益剰余金 91 6.00 2026年 3月 31日 2026年 6月 26日 

A 種優先株式 利益剰余金 101 807.00 2026年 3月 31日 2026年 6月 26日 

 

 

９．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

     当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達する方針で

す。 

     売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛金の管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式

であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。長期差入保証金は主に事業所の敷金等であり賃貸人

の信用リスクに晒されております。匿名組合出資金は、主に特別目的会社に対する匿名組合出資であり、発行体の財務状況

等の悪化等によるリスクを有しておりますが、定期的に決算書等により財務状況等を把握しております。 

        買掛金は 1年以内の支払期日が到来するものであり、長期預り金はスポーツ施設の会員やテナントから受け入れた保証金

等であります。これらは流動性リスクに晒されておりますが、当社は資金繰り予測を作成する等の方法により管理しており

ます。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

      2026年３月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、現金及び預金、売掛金、買掛金は、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので 

あることから、注記を省略しております。 

（単位：百万円）  

 連結貸借対照表 

計上額 
 時価 差額 

①  長期差入保証金 １２，８００ １１，８９３ △９０７ 

②  長期借入金 （３５３） （３１８） △３４ 

③  長期預り金 （２，１９６） （１，５６９） △６２７ 

（※1）連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については含めておりま

せん。当該出資の連結貸借対照表計上額は 1,142百万円であります。 

 （※2）負債に計上されているものについては（  ）で示しております。 

（※3）連結貸借対照表の短期借入金に計上されております 1年内返済予定長期借入金８１百万円は、②長期借入金に含め

ております。 

 

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお

ります。 

   レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

   レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的な観察可能なインプットを使用して算定した時価 

   レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 



13 

 

 

    時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル

のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

                                            （単位：百万円） 

区分 
時  価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計 

 長期差入保証金 ― １１，８９３ ― １１，８９３ 

 長期借入金 ― ３１８ ― ３１８ 

    長期預り金 ― １，５６９ ― １，５６９ 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

      ①長期差入保証金 

  将来返還される金額と回収期間に応じた国債利回りを用いて割引現在価値法により算定しており、レベル２の時

価に分類しております。 

②長期借入金 

固定金利のものについては、元利金の合計金額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

出しており、レベル２の時価に分類しております。変動金利のものについては、短期間で市場金利を反映するため、

時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。 

    ③長期預り金 

将来返還する金額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を用いて割引現在価値法により算定して

おり、レベル２の時価に分類しております。 

 

 

１０．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額               １，１５０．８５ 円 

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

      純資産の部の合計額                   ２３，８５１ 百万円 

       純資産の部の合計額から控除する金額            ６，２７５ 百万円 

       普通株式に係る純資産額                 １７，５７６ 百万円 

 

       １株当たり純資産額の算定に用いられる 

期末の普通株式の数                    １５，２７３ 千株 

 

（２）１株当たり当期純利益                  ６９．９５ 円 

  （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

       親会社株主に帰属する当期純利益              １，１６９ 百万円 

       普通株主に帰属しない額                     １０１ 百万円 
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       普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益       １，０６８ 百万円 

       普通株式の期中平均株式数                  １５，２７３ 千株 

 

（３）潜在株式調整後１株当たり当期純利益          ６１．９１ 円 

  （注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

       親会社株主に帰属する当期純利益               １，１６９ 百万円 

       普通株主に帰属しない額                        ― 百万円 

       普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益        １，１６９ 百万円 

 

       普通株式の期中平均株式数                   １５，２７３ 千株 

     普通株式に転換した場合の 

     優先株式の期中平均株式数                    ３，６１８ 千株 

     潜在株式調整後普通株式の期中平均株式数            １８，８９１ 千株  

 

 

１１．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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株主資本等変動計算書 
（自 2025年 4月 1日 至 2026年 3月 31日） 

                                                    （単位：百万円） 
 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  自己株式 
 株主資本  

合計       
 その他 

資本剰余金 
利益準備金 

その他利益剰余金 

 繰越利益剰余金 

当期首残高      100 10,342 13 9,192 △62 19,585 

当期変動額       

利益準備金の積立 — —           11 △11      － － 

剰余金の配当 — — — △144      － △144 

当期純利益 — — — 416          － 416 

自己株式の取得 — — — －              △0 △0 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
— —      －             －           －   － 

当期変動額合計  — — 11 260 △0 271 

当期末残高 100 10,342 25               9,452 △62 19,857 

 

                                        （単位：百万円） 
 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 － － 19,585 

当期変動額    

利益準備金の積立 － － － 

剰余金の配当 － － △144 

当期純利益 － － 416 

自己株式の取得 － － △0 

株主資本以外の項目   

の当期変動額(純額) 
－ － － 

当期変動額合計  － －   271 

当期末残高 － － 19,857 

百万円未満は切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価の方法 

  ① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式     移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

市場価格のない株式等       移動平均法による原価法を採用しております。 

                 なお、匿名組合出資金については、組合契約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方式によっ

ております。 

   ② 原材料及び貯蔵品           移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用して

おります。 

   

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く）   定額法を採用しております。 

      ② 無形固定資産（リース資産を除く）   定額法を採用しております。 

なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

③ リース資産               所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま

す。           

            所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                               リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

                             

（３）引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち、当事業年度の計算期間に対応する金額を計上しており

ます。 

  ③ 役員賞与引当金 

当事業年度の連結経常利益の目標値に対する達成度合い等に応じて算出された金額を計上しております。 
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④  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

 

1. 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。 

2. 数理計算上の差異の費用処理の方法 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(７年)による定額法により発生時の

翌事業年度から費用処理しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時 

点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 客室、宴会及び食堂部門 

主に宿泊、宴会、食堂及びこれらに附帯するサービスを顧客に提供しており、顧客にサービスを提供した時点で履行義務 

が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。 

なお、委託食堂収入等の代理人取引に該当するものは、当該取引にかかる手数料相当部分を収益として認識しておりま

す。 

② ホテル製品等の販売 

ホテル製品等の販売を行っており、顧客に製品等を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を 

認識しております。 

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第 98 項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品等の支

配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。 

③ テナント賃貸事業 

ホテル内の施設等の賃貸を行っており、賃貸借期間に対応する賃借料を収益として認識しております。 

④ 運営受託収入  

運営受託契約に基づき、ホテル運営を受託しております。当該サービスにおいては、顧客である企業に対し、運営業務等 

の役務の提供を行うことで履行義務が充足されるものと判断しております。そのため、当該の役務提供を完了したことをも

って収益を認識しております。 

 

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  ① 退職給付に係る会計処理 

     退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方

法と異なっております。 

  ② グループ通算制度の適用 

      グループ通算制度を適用しております。 

 

 （６）会計方針の変更 

該当事項はありません。 
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２．収益認識に関する注記 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「収益認識に関する注記」に同一の内容 

を記載しているため、注記を省略しております。  

 

 

３．表示方法の変更 

 該当事項はありません。 

 

 

４．会計上の見積りに関する注記 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な

影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

繰延税金資産 

       繰延税金資産（評価性引当額控除前）     ８，３４６百万円 

      評価性引当額               △７，９５７百万円 

      繰延税金資産（評価性引当額控除後）       ３８９百万円 

      繰延税金負債との相殺                ―百万円 

      繰延税金資産合計                ３８９百万円 

 

     繰延税金負債                     ―百万円 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第26号）に従い、将来 

の課税所得等に基づき、繰延税金資産を計上しております。 

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課税所得等の見積りについては、過去の実績や事業計画の売上 

見込み等を総合的に判断して行っております。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

将来の課税所得の発生時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に

発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重

要な影響を及ぼす可能性があります。 
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５．会計上の見積りの変更 

該当事項はありません。 

 

 

６．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

    現金及び預金のうち２２３百万円は商品券発行に係る供託金であり、対応する債務は契約負債２４６百万円であります。 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額                ４５８ 百万円 

 

（３）保証債務 

該当事項はありません。 

 

（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                    ５，７２６ 百万円 

長期金銭債権                  １５，３０１ 百万円 

短期金銭債務                      １４９ 百万円 

          

 

７．損益計算書に関する注記 

（１）関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

       売 上 高                    ９１  百万円 

       仕 入 高                    ４７ 百万円 

      営業取引以外の取引高 

受 取 利 息                  ４０１ 百万円 

そ の 他                      ０ 百万円 

 

（２）貸倒引当金戻入額及び貸倒引当金繰入額 

     すべて関係会社に係るものであります。 

 

 

８．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

      普通株式                         ３０ 千株   
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９．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     繰延税金資産 

       繰越欠損金                                     ３，１５７ 百万円 

退職給付引当金                     １，１１６ 百万円 

譲渡損益調整資産                  １９８  百万円 

貸倒引当金                   ３，３９５ 百万円 

賞与引当金                     １２９ 百万円 

その他                           ３４９ 百万円 

       繰延税金資産小計                   ８，３４６ 百万円 

       評価性引当額                     △７，９５７ 百万円 

       繰延税金資産合計                      ３８９ 百万円    

     

     繰延税金負債                        ― 百万円 

        

     繰延税金資産の純額                   ３８９ 百万円 

 

       

１０．関連当事者との取引に関する注記 

 

属性 

会社等の 

名称また 

は氏名 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

その他の

関係会社

の子会社 

RRHO ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 

ｽﾞ㈱ 
－ 

ﾘｰｶﾞﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ大

阪ｳﾞｨﾆｪｯﾄｺﾚｸｼｮ

ﾝの運営受託 

売上高(注 1) 1,693 未収金 488 

子会社 
㈱ﾘｰｶﾞﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ

広島 
直接 75.3% 

資金の貸付 

役員の派遣 
受取利息(注 2) 81 長期貸付金(注 3) 4,138 

子会社 
㈱ﾘｰｶﾞﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ

小倉 
直接 77.1% 

資金の貸付 

役員の派遣 
受取利息(注 2) 37 長期貸付金(注 4) 1,896 

子会社 
㈱ﾘｰｶﾞﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ

東京 

直接  

100.0% 

資金の貸付 

役員の派遣 

資金の貸付 

資金の回収 

受取利息(注 2) 

580 

80 

266 

短期貸付金 

長期貸付金(注 5) 

    5,403 

8,439 

  （注）1．運営受託収入については、双方の協議のうえ決定しております。 

2. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

     3. ㈱ﾘｰｶﾞﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ広島への貸付金に対し、2,475百万円の貸倒引当金を計上しております。なお、当事業年度において

71百万円の貸倒引当金戻入額を計上しております。 

     4. ㈱ﾘｰｶﾞﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ小倉への貸付金に対し、906百万円の貸倒引当金を計上しております。なお、当事業年度において

130百万円の貸倒引当金戻入額を計上しております。 

5. ㈱ﾘｰｶﾞﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ東京への貸付金に対し、6,329百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において

352百万円の貸倒引当金繰入額を追加引当しております。 
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１１．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額                ８８９．３１ 円 

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

       純資産の部の合計額                  １９，８５７ 百万円 

       純資産の部の合計額から控除する金額           ６，２７５ 百万円 

       普通株式に係る純資産額                １３，５８２ 百万円 

       １株当たり純資産額の算定に用いられる 

期末の普通株式の数                   １５，２７３ 千株 

 

（２）１株当たり当期純利益                ２０．６７ 円 

  （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

       当期純利益                         ４１６ 百万円 

       普通株主に帰属しない額                   １０１ 百万円 

       普通株式に係る当期純利益                  ３１５ 百万円 

       普通株式の期中平均株式数                １５，２７３ 千株 

 

（３）潜在株式調整後１株当たり当期純利益         ２２．０７ 円 

  （注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

       当期純利益                         ４１６ 百万円 

       普通株主に帰属しない額                     ― 百万円 

       普通株式に係る当期純利益                  ４１６ 百万円 

       普通株式の期中平均株式数                １５，２７３ 千株 

     普通株式に転換した場合の 

     優先株式の期中平均株式数                 ３，６１８ 千株 

     潜在株式調整後普通株式の期中平均株式数         １８，８９１ 千株 

 

 

１２．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 


